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１．はじめに 

東日本大震災の津波や地震、近年発生した竜巻等

の被害を踏まえて、2013年度から4か年の計画で総合

技術開発プロジェクト「災害拠点建築物の機能継続

技術の開発」を実施し、応急復旧活動の拠点となる

建築物が災害後も直後から機能を継続するための技

術開発を行っている。今後想定される南海トラフ地

震や首都直下地震等に対して、災害拠点建築物の機

能を維持するための設計技術と評価法を提案するこ

とを目標としている。 

２．地震対策技術の開発 

非共振天井材の開発では、既存の吊り天井工法を

踏まえつつより大きな地震動に耐える吊り天井の開

発を行っている。2015年度は、2014年度に実施した

実験結果を踏まえた天井の試設計例の作成を行うと

ともに、災害拠点建築物における天井設計の手引

(案)について検討した。 

また、2015年度は壁を活用した損傷制御設計法の

検証を目的として、実大建築物による実証実験を行

った。試験体は1×2スパン、高さ約19ｍの5階

 

写真１ 実大５層建築物の損傷実験 

建て鉄筋コンクリート造建築物である。従来の構造

設計では計算が煩雑となるために柱から切り離され

ている開口周りの壁（そで壁・垂れ壁・腰壁）を利

用した設計法により高いコストをかけずにフレーム

の強度と剛性を高め、大地震時の変形を低減し、修

復が困難な柱梁接合部や非構造部材に発生する損傷

を減らしうることを示した。 

３．津波対策技術の開発 

 2015年度は、津波来襲時に高い耐津波性能を発揮

する低抗力型の津波避難ビルを開発することを目

的として、水理実験を実施した。形状・柱配置に配

慮した低抗力型建築物モデル（縮尺1/100）に対し

て、様々な条件の津波や定常流を作用させ、津波荷

重等に関する実験データを取得した。実験の結果、

低抗力型建築物モデルは、津波波力及び浮力ともに、

高い低減効果を発揮しうることがわかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真２ 低抗力型建築物モデルの水理実験 

４．おわりに 

上記の研究のほか、ライフラインが途絶した状況

での設備の機能維持についても検討を行っている。

本研究で得られた成果を踏まえ、2016年度に災害拠

点建築物の設計ガイドラインを纏める予定である。 
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１．はじめに 

木造住宅の外皮は、耐久性､耐火性､耐震性等を左

右する重要な部位であるが、不適切な設計・施工に

より、下地材･躯体材･接合部材等の劣化が進み、こ

れらの諸性能を低下させることがある。躯体材や下

地材などの木部を腐朽させる主な要因は、外装材ま

わりからの雨水浸入や壁内結露､通気・換気量不足と

なる。特に浸入水および水蒸気が外部に放出されに

くい仕様の場合、早期に著しい劣化が生じている。

近年、このような事故事例が繰り返し発生しつつあ

り、地震時の外装の耐脱落性等を損なっている。 

2.共同研究の概要 

本研究所においては、上記のような問題を未然に

防ぐため、大学、住宅検査・保険機関、住宅供給団

体、施工団体、材料生産団体が参画した産学官連帯

の共同研究「木造住宅の耐久性向上に関わる建物外

皮の構造・仕様とその評価に関する研究」（2011～

2015年度）を立ち上げ、実態に即応した多方面から

意見を取り入れて協議するため、関係業界も含む横

断的・包括的な組織とした。本共同研究は、特に外

皮からの雨水浸入や結露を防ぐと共に､高含水率と

なった下地や躯体に含まれる水分を通気及び換気に

より屋外へ排出させるメカニズムや対応策について

提案・評価するものである。これらは耐力壁などを

構成する下地材や躯体材の劣化や耐震性の低下を防

ぐことにも深く関係する。 

3.調査・試験例 

1）劣化実態調査 

写真１は埼玉県の築6年未 

満の枠組壁工法住宅であり、 

外装はラスモルタル直張り 

構法であるため、通気層が 

無く、壁内の水蒸気が排出しにくい仕様であった。耐

力壁の著しい腐朽により、耐震性が低下し、膨大な改

修費が必要となった。 

2）撒水試験の例 

写真２に示す通り、強風雨発生装置の前に、建設中の

降雨を想定した試験壁体を設置し、構造用合板の外側

に透湿防水シートをハンマータッカーで留め付けた後、

風速５ｍよる雨風を当てた結果、４分後、透湿防水シ

ートのステープル孔から雨水が浸入していた。しかし，

透湿防水シートは透湿性があるため、湿潤状態となっ

た構造用合板は、気温、相対湿度、日射などの気象条

件により、乾燥状態に戻ることも考えられる。 

 

 

 

 

写真2 撒水試験による漏水状況 

4.今後の予定 

最終成果は、国総研資料として表に示す内容について

提案・公表される予定である。 

表 最終成果（案） 

I.全体概要 
（劣化リスク調査・評価編） 

Ⅱ.木造住宅の水分に起因する劣化リスク分析・同解説 

Ⅲ.木造住宅外皮の設計施工に起因する不具合事例集 

Ⅳ.木造住宅外皮における雨水浸入リスクの評価方法 

Ⅴ.木造住宅の外皮木部の水分履歴に応じた腐朽危険度予測手法 
（各種構法編） 

Ⅵ.通気下地屋根構法の設計施工要領（案） 

Ⅶ.木造住宅外壁の劣化対策重点部位の推奨納まり図（案） 

Ⅷ.湿式仕上げ外壁の耐久性評価方法（案） 

Ⅸ.真壁木造外壁の防水設計施工基準（案） 

Ⅹ.外皮構造の異業種施工取り合い部の標準工程と施工要領（案） 

Ⅺ.木造住宅外皮の換気・通気計画ガイドライン（案） 

Ⅻ.木造住宅外皮の開口部および防水構法に関わる防耐火規制 
（維持保全、情報伝達編） 

XⅢ.住まい手のための木造住宅外皮維持保全の手引き 

XIV.木造住宅の耐久性向上に資する外皮構造・仕様情報伝達手法 
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写真1 耐力壁の劣化状況 
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